
- 1 - 

地域間移動を考慮した Sugarscapeモデルによる社会現象の創発 

Emergence of social phenomena in Sugarscape model designed for interregional migration 

西田理朗             山田隆志             吉川厚                寺野隆雄 

Rio Nishida      Takashi Yamada    Atsushi Yoshikawa         Takao Terano 

東京工業大学大学院 総合理工学研究科 知能システム科学専攻 

Dept. Computational Intelligence and Systems Science, Tokyo Institute of Technology 

Abstract:  

Agent-based modeling is a new tool to analyze social phenomena from the bottom up manner. This study 

proposes an agent-based simulation model to analyze Regional Migration Systems. The proposed model is 

focus on the relationship of Agent’s local, global action rule and Multiple-Area. The intensive simulation studies 

have revealed the emergence of decision groups and how the emergent structure have been made. 
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1. 序論 

人口移動の研究は,人口学,地理学,社会学,経済

学,人類学などの諸分野で行われている．中でも,

近年,地方分権への要請の高まりにともない地方の

財政活動と人口移動に関する問題についての議

論が活発化している[西川 06], [林 06]． 

米国の研究においては,これらの議論は,Tiebout

を契機とする「足による投票」[Tiebout 56]の延長線

上でとらえられてきた．そこでは,税率,公共料金,現

金給付,その他の公共サービスの地域間差異が地

域間人口移動に与える影響が数多く検証されてき

た[Borjas 99], [Conway 01]．連邦国家である米国

では各州とも比較的独立した政策を取れる事もあ

り,その関心度は高かった．欧州においても EU 域

内で,どの程度の政策上の権限と役割を与えるべき

か,また,それにより域内での人口移動がどのように

起きるかなど,議論は進んでいる[Feld 01]． 

これらの研究は,全て実証データを用いた統計

的分析手法であり,この分析方法では,ミクロ的接近

とマクロ的接近の両者を結びつけた説明が困難で

ある．そこで,本研究では,ABS を用いて自治体の

税率,公共サービスの地域間差異が地域間の人口

移動に与える影響を,個人の行動ルールからボトム

アップ的に検討する事を目的に,人工社会を構築

し,検討を行った． 

本論文の構成は以下の通りである．2 章で関連

研究の紹介をし,3 章では,研究経緯について触れ,

提案モデルの意義づけをおこなう．4 章で提案モ

デルの説明をし,5 章でシミュレーション結果を提示

し,考察をする．最後に 6 章で本研究についてまと

めを行い,今後の展望を述べる． 

2. 関連研究 

 本章では,関連研究として，エージェント・ベース・

シミュレーション,Sugarscapeモデル,そして，財政変

数の地域格差による人口移動に関する経済学から

の既存研究について述べる． 

 

2.1. エージェント・ベース・シミュレーション 

 エージェン ト ・ ベース ・ シ ミ ュ レーシ ョ ン

(Agent-Based Simulation; ABS)は,エージェントと

呼ばれる内部状態と意思決定能力を備えた複数

の主体を用いたシミュレーション手法である

[Axelrod 00]．本研究では,このエージェントの立場

から,創発的な現象をボトムアップ的にモデル化し,

シミュレートしようとするアプローチをとる．これによ

って,地域間人口移動のような,人間を主体として含

むような複雑系の分析を行おうとするものである．  

  近年,この ABS を用いて人工社会を生成し,社

会・経済・政治的な組織や現象を解明しようという

試みが多くなされている[Gilbert 99], [Gilbert 08]．      
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 ABS を最初に社会科学へ適用した Schelling に

よる分居モデル[Schelling 71]に始まり, 規範形成 

[Axelrod 86],[倉橋 01]から企業組織の検討[見城

06],[鳥山 09]や,防災・避難シミュレーション[中西 

03],[佐藤 08]といった,人々の行動をモデル化した

もの．情報の伝播[松山 07],貨幣の創発[國上 08]

など社会ネットワークを考慮しモデル化したもの．

また,立地主体をエージェントとして都市の成長・衰

退をシミュレートしたもの[奥 06] ,[池谷 07]など,

当該手法の適用分野は非常に幅広い． 

一方で,人口移動の研究に対してはその適用事

例はほとんど見られないが，移住に関しての個人

の多様な選好に基づく意思決定と，それによって

生じるマクロ的な人口変動を検討するには ABS が

有効である． 

 

2.2. Sugarscapeモデル  

Sugarscape とはエージェントが生き延びるために

搾取しなければならない一般化された食料資源の

空間分布のことである．この空間は格子状の 2 次

元座標となっており,格子状の全ての (x, y) ポイン

トについて,食料の現在量と最大容量という 2 つの

要素がある．エージェントに収集された食料は最

大容量に達するまで一定期間を経て再生する． 

モデルでは ,自律したエージェントがこの

Sugarscape で食料の収集と消費を続けながら生き

ていく様子を再現している．[Epstein 96]． 

それぞれのエージェントは格子上に視野を持ち

食料を求めて移動する．代謝ルールによって蓄積

された資源エネルギーは減少し,ゼロになると死亡

する．それぞれのエージェントには先天的な寿命

が与えられ,それまでの間に食料を求めて移動し,

必要であれば,闘争や交配を行う． 

 このような社会において,文化の伝承,友人とのネ

ットワーク形成,集団での戦闘と防御,富の分配と遺

産相続,人口のダイナミクス等がシミュレーションさ

れている． 

 Sugarscape モデルの従来の拡張としては,モデル

自体の拡張や適用対象の変更が行われている．

具体的には,前者は,エージェントの行動ルールを

時間的に進化させた研究[鳥 03]．所有規範の創

発などの事象にモデルを適用した研究などが挙げ

られる[Flentge 01]． 

本研究では ,地域内での住民の活動を

Sugarscape モデルを応用して構築している．

Sugarscape モデルを応用した理由は,モデルの特

性上,主体のそれぞれの活動の結果生じる所得格

差など,地域内での異質性を再現出来る利点があ

る点．さらに,主体数が増加した場合などの環境の

変化を新たな変数などを用いずに明示的に扱える

ためである． 

2.3. 財政変数の地域格差による人口移動 

2.3.1 足による投票(Voting with Feet) 

 税率と公共サービスの地域間差異による人口移

動を考える上で重要な「足による投票（Voting with 

Feet）」仮説が ,経済学の分野で提案されている 

[Tiebout 56]． 

この仮説では,地域的に便益が閉じられている

地方公共財を供給する複数の地方政府を考え,そ

の地方公共財の便益は当該地域に居住する住民

からの地方税のみによって供給されると仮定される．

各地域における公共財（便益）と税（負担）の組み

合わせは地方政府によって異なっている．そして,

個人の選好の多様性に対応できるほどの多様で

多くの地方政府が存在する世界を想定する．この

環境では,人々が自由に移住地を選択し,それぞれ

の個人が自己の選好に適した公共財と税の組み

合わせを有した地域に居住することになる（地方公

共財が最適に供給される）と,主張している． 

さらに,選好や所得において差のある異質的な

住民は集団化されて,それぞれ同質的な選好を有

する住民が同一の地域に居住するといっ

た,Tiebout sorting と呼ばれる現象についても議論

されている． 

  

2. 3.2 足による投票に関する既存研究 

i) 人口移動 

「足による投票（人口移動）」に関する研究は多

岐にわたる．わが国においてはこれを対象とした本

格的な実証分析はほぼ存在しないが,Sharp は,米
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国カンザス市の人口の 2．4%が Tiebout 的な移動

による居住であると推計している[Sharp 86]．また,

課税と公共サービスへの不満が認知されて人口移

動につながるか否かについては,相反する結果が

報告されている[Lowery 89], [Percy 92]． 

 また,財政変数の地域格差と地域間人口移動に

関しては,税率格差と高額所得者の移動と,公的扶

助の格差と低所得者の移動が主要な実証分析の

対象となってきた．前者においては,例えばロンドン

へ転入してきた人々で,転入の重要な理由を税率

としている人が 20%に及ぶ事を指摘したもの

[Dowding 95] や, スイスにおける州税が高額所得

者の移動に与えた影響を推定したもの[Feld and 

Kirchgassener 01]．などが,挙げられる． 

後者においては ,AFDC(Aid to Family with 

Dependent Children)と呼ばれる米国における現金

給付の効果を対象とした分析では,ほとんどの分析

で受給金額の差は人口移動に影響を与えることを

示している[Gramlich 84],[Borjas 99]． 

ii) Tiebout sorting 

 また, Tiebout sorting 自体に着目した研究も数

多い．Hamilton, Eberts らなどは,Tiebout sortingの

存在を支持する分析結果を提供している

[Hamilton 75],[Eberts 81]．その一方で Steinは,都

市圏内にある地方政府間では政策が異なっている

のにもかかわらず,そこに居住する人々の社会経済

的な特性には期待されるほどの異質性がみられな

いと指摘し ,Tiebout sorting に疑問を呈している

[Stein 87]．これに関連して,Rhode は,地域間の異

質性が低下傾向にあることを示し,人々の移動が地

域内と地域間の異質性にあたえる時間軸を通じた

影響は複雑であり,データ分析においては,それが

難しい点を指摘している[Rhode 03]．また,対象とす

るデータが Tiebout sorting の途中経過のものなの

か,それともある程度終了したものなのか,その判断

基準が難しい． 

 上記のように,「足による投票」や Tiebout sorting

の存在を検証する実証分析は必ずしも統一的な

結果を示していない． 

そこで,本研究では,住民の立場からボトムアップ

的に,地方政府の税率と,提供する公共サービスの

差異による人口移動を検討する．特に,税率格差と

高額所得者の移動と,公的扶助（公共サービス）の

格差と低所得者の移動を同時に分析し,移動のコ

ストや人々が移住の意思決定を行うタイミングが,こ

のような移動にどのように影響を及ぼすかについて

の考察を行う． 

 

3. 研究経緯 

3.1.  Voting with Feet モデル 

著者は本研究に先立って,足による投票(Voting 

with Feet)仮説に基づき,まず地方政府の政策志向

と住民の各公共サービスへの選好に基づいた移

住のみに焦点を絞った Voting with Feet モデル 

(VWF モデル)を ABS を用いて構築した．本研究

はこの過程で課題として残った部分についてより

深く掘り下げたものである．本節ではまず ,この

VWFモデルについて紹介する． 

 

図 1 VWF モデルの全体図 

 

VWF モデルでは,図 1 に記されるように,複数の

地域と,地域毎に存在する意思決定主体である地

方政府,さらに,地域内に存在し,各自の選好に基づ

き地域間を移動する意思決定主体である複数の

住民から構成される．地域ごとに存在する地方政

府は自地域内の住民から徴収した税1をもとに,各

公共サービスに対して予算配分を行う．この予算

                                                   
1 ここでは，Tiebout の仮定をもとに，一定固定税を想定

し，全ての住民がこれを支払う．つまり，t 期の地方政府

の税収は，税収(𝑡) = 税率(𝑡)  × 自地域内の住民数(𝑡) とな

る． 

地方政府
• 公共サービス1
• 公共サービス2
• 公共サービス3
• 税率

住民
• 税と公共
サービスに対
する選好

完全情報の把
握・移動

選好の提示・
納税

住民意向の把
握・サービスの
提供
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配分に関して,それぞれの地方政府は,自地域内の

住民の意向だけを忠実に汲み取り予算配分を決

定している．また,提供する各サービスは地域的に

便益が閉じられた公共財としている． 

また,住民の移動に関しては各自治体のサービ

ス・税水準を完全に把握し,移住の際のコストもゼロ

と仮定している（Tiebout の仮説に基づく）．このよう

な状態のもと,住民は最も魅力的な地域に確率的

に移動する． 

この VWF モデルの成果としては以下の点が挙

げられる． 

i. Tiebout 仮説で仮定されている, 『個人の選好

の多様性に対応できるほどの多様で多くの地

方政府が存在する世界』に関して,地域数と公

共財の種類数が,いわゆる sortingの完了期間

に及ぼす影響が考察可能であること． 

ii. 同時に,住民の移動確率と sortingの関係が考

察可能である事（例えば,住民の移動確率が

大きければ, 系の状態が不安定で,sorting 自

体が起きないといった現象が観測される．） 

一方で,問題点としては, 

I. 住民の所得を考慮していないので,税率格差

と高額所得者の移動や,公的扶助の格差と低

所得者の移動などについては,議論不可能で

ある点． 

II. 本来存在する,人口流入による環境の悪化な

どの,ネガティブフィードバックが存在していな

い点． 

III. 住民が不完全な地域情報を持つ場合（現実

におけるよりリアルな設定）などの考察が不可

能である点．また,移動に関する意思決定とし

て,理論的根拠が乏しいこと． 

などが,挙げられる． 

このような経緯を踏まえ,本研究では,改良の方

向性を１）住民の所得の考慮と,２）移住の意思決定

に限定合理性を与え,移住の意思決定に関しても

理論的背景を組込む事とした． 

 

3.2. VWF モデルの改良に対する解釈 

本節では,先程の改良の方向性を踏まえて,モデ

ルへの組み込みについて述べる． 

3.2.1 地域内での住民の生産活動のモデル化 

まず,１）住民の所得を考慮するにあたって,地域

内での住民の活動をモデル化する必要がある．そ

こで ,地域内での住民活動を以下の理由から

Sugarscapeモデルを応用して用いる． 

i. 本研究では,地域間移住に着目し,地域内で

の住民の活動を,簡易的にとらえたため． 

ii. 地域内での人口流入による環境の悪化や,税

収,公共サービスの変化を,新たな変数などを

用いずに明示的に扱える点．つまり，地域内

の異質性を住民起点で再現可能である点． 

ⅰ）に関しては,二次元平面（セル型環境）で構成

される空間を一地域とし,住民がそれぞれセル上を

移動しながら,各セルに存在する資源をもとに財を

生産し,それを所有財産に加えるという行為を各ス

テップ毎に繰り返している．これを地域内で生活す

る住民の活動と解釈する．これにより,個人のそれ

ぞれの活動の結果生じる所得格差など地域内で

の異質性を再現出来る． 

3.2.2 地域間移動のモデル化 

前述の地域が複数存在する環境を想定し,地域

内での生産活動を局所的行動,地域間での移動を

大域的行動と呼ぶ．この概念図を図 2に示す． 

 

図 2 局所的・大域的行動の概念図 

地域間移住の意思決定については,限定合理

性と理論的背景を踏まえて,経済学で用いられる人

的資本モデルを採用した．この詳細については,次

章で述べる． 

 

3.3. Multi-Area Model (MAM)の一般的解

人口流出入に
よる、税収、公
共サービス、
環境の変化

所得格差

人口流出入に
よる、税収、公
共サービス、
環境の変化

所得格差

エージェントの
地域間移住
（大域的行動）

エージェントの
生産活動

（局所的行動）

地域内 地域内

地域間
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釈・意義 

先述の通り,新たな提案モデルは,地域内での局

所的行動と,地域間での大域的行動ルールを併せ

持っていた．一般的にこのようなシミュレーションモ

デルは他ではあまり見られない．本節では,このよう

なモデルをMulti-Area Model; MAMと呼び,MAM

の一般的解釈と意義について述べる．              

MAM 環境ではエージェントが存在する異質な

空間（以下これをエリアと呼ぶ）が複数存在する．

それぞれのエリアはセル型環境で構成され,エージ

ェントはエリア内での局所的行動ルールと,エリア間

での大域的行動ルールを併せ持つ．図 3にMAM

の概念図を示す． 

 

図 3 MAMの概念図 

 

次に MAM の解釈,利点について述べる．エリア

内での局所的なエージェント行動ルールの集合に

より,個別エリアの情報・構造が創発する．そして,こ

の個別エリア情報がエージェントの局所的・大域的

行動ルールに影響を与える．さらに,各個別情報と,

全てのエリアをあわせた全体の大域的情報・構造

は相互に影響を及ぼす．このように,個別エリアとエ

リア全体での 2階層間における相互作用を記述す

ることが出来る．図 4 に MAM における解釈を示

す． 

これにより,例えば,個別エリアの成長と衰退,全エ

リアの大域的情報を同時に観測・議論することが

出来る．  

 

図 4 MAMの解釈 

4. 人工社会モデル 

VWF モデルを改良し,Sugarscape の要素を加え

た人工社会モデルの詳細について述べる． 

4.1. 地域内環境の詳細 

 地域内の環境は格子状の二次元座標で表現さ

れ,すべての座標(x,y)は資源の現在量と最大容量

という二つの要素をもつ．ただし,最大容量とは現

在量が取り得る最大値のことを示す．資源は,以下

の再生ルールにより再生する． 

[資源再生ルール Gα] 

 資源の現在量𝑔𝑡 , 最大容量を c ,資源の再生量

をαとすると,次の期間 (t+1)での資源量𝑔𝑡+1は,以

下の式によって再生される． 

 

 

[再分配ルール D] 

 各地域では地域固有の税率に基づき課税が行われる．

地方政府は,エージェントが資源から生産した財の増加

分である所得に対して課税を行う．これによりエージェン

トは税徴収後の財を財産として蓄える．徴収された税は

当該地域の財源となり,公共サービスとして,当該地域に

存在している各エージェントに均等に再分配される（以

下,これを分配量と呼ぶ）．そして,エージェントはそれを

財産に加える．なお,次期への繰越はしない． 

課税の対象となる所得は,各期の期首と期末間の保有

財産の変化量とし,最低生活費の免税と累進課税を取り

入れる．各エージェントは,所得が消費量下限値未満の

Area connection (Network);

Agent’s  global action rule;

Grid of cells  state:
Discrete state/vector 

of 2~3 values

Agent’s  local action rule; 

Area state:
Discretestate/vector 

of 2~3 values

Ⅰ, Ⅱ,
Ⅲ

Ⅰ, Ⅱ,
Ⅲ

Agent’s Internal state

個別エリア
情報・構造
の創発

個別エリア
情報・構造
の創発

個別エリア
情報・構造
の創発

エリア全体の大域的情報・
構造の創発

エージェント
のエリア選択

エージェント
のエリア選択

エージェントの
局所的行動・
インタラクション

エージェントの
局所的行動・
インタラクション

  𝑔𝑡+1 = 𝑚𝑖𝑛 (𝑔𝑡 +  𝛼, 𝑐)      (1) 
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場合この所得だけではどのエージェントも生存すること

はできない．そこで,この消費量下限値を 1 期間の最低

生活費とし,これ以下の所得を非課税とする．課税は 1期

ごとに行い,1 期間の所得から消費量下限値を差し引い

た所得に対して課税する．以後のシミュレーションで用

いる税率を表1に示す． 

表 1 所得税率表 

 低 税 率

(%) 

中 税 率

(%) 

高 税 率

(%) 

Income ≦ L  0 0 0 

L < Income ≦ 

2L  
5 10 15 

2L < Income ≦ 

3L  
10 20 30 

3L < Income ≦ 

6L 
15 30 45 

6L < Income 20 40 60 

L = 最低消費量 

 (The lower limit of consumption) 

 

改良モデルで地域の税率を固定したのは,問題

の複雑化をさけるためであり ,今後の課題とし

て,VWF モデルのように,地方政府の意思決定を考

慮し,税率を変動させるモデルなども考えられる． 

 

4.2. 住民エージェントの詳細 

 初期時に各地域のセルにランダムに配置されたエー

ジェントはそれぞれ異なった視野,消費量,財産,地域効

用の内部状態を持つ．本モデルにおける視野とは住民

エージェントの認識できる地域内の環境の範囲と,

さらに,見つけた資源を財として生産するための生

産能力を意味している．すなわち,視野の広いエー

ジェントほど資源が豊富な環境を認識し,その資源

からより多くの財を生産できる可能性が高くなる．

エージェントは全て同種類の財を生産し,生存する

ために,この財を消費し,財産として蓄える．その際,

保有する財産が消費量より少ない場合,生存する

ための必要量がまかなえなかったことになり,エー

ジェントはその時点で死亡する．各エージェントの

局所的・大域的行動ルールの詳細を以下に示す． 

[地域内活動ルール M] 

 格子上の直交する 4 方向を視野の届く限り遠

くまで見渡し,最も資源が豊富で,他のエージェ

ントがいない場所を認識する． 

 そのような場所が複数あるときは,最も近い場

所を選択し,その場所に移動する． 

 新しい場所にある全ての資源を元に財を生産

し財産として蓄積する．（獲得財産 ＝ 資源

量×視野） 

 

[地域選択ルール（地域間移動ルール） SS] 

 エージェントの地域選択ルールには,経済学の

分野で用いられる人的資本モデルの概念を用い

た[Todaro 69]．これは,現住地における効用と移住

先における期待効用の割引後の差が移住費用より

も大きい場合に,移住する要因が発生するというも

のである．自地域 i の他地域 j に対する純便益

の現在価値の合計 fitnessij（地域効用）は,以下の

効用関数で決定される． 

 

 

 

fitnessij≦0 なら定住, fitnessij > 0 なら,最も現在

価値 の高い地域 j に移動する．  

𝑅𝑗  𝑡 , 𝑅𝑖 𝑡 は j 地域における効用水準と i 地域

（自地域）に対する効用水準を示している．C(0)は

移動コスト,Tは便益予測期間,rは時間割引率のパ

ラメータである．ここで,今回のシミュレーションにお

ける,𝑅𝑗  𝑡 , 𝑅𝑖 𝑡  は, 

Rj (t) ＝ 分配量 j (t) + 自分の視野と等しいエ

ージェントの平均獲得財産 j (t) , 

Ri (t) ＝ 分配量 i(t) + 自分の獲得財産 (t) 

としている．自分の視野と等しいエージェントの平

均獲得財産とは,例えば,自分の視野が 1 ならば j 

地域の視野 1 を有するエージェントが t 期に各得

した財産の平均の事を指す． 

これは,直感的には,自分と同じ能力のエージェ

ントが,他地域でより多くの財産を獲得しているなら

ば,そちらの方が魅力的に映るということを意味して

いる． 

限定合理性を考慮して,他地域効用の評価対象

に視野別の平均獲得財産を取り入れた．他地域に

存在している資源の量や,能力毎のエージェントの

比率など,完全に他地域の情報を把握しているわ

けではない． 

エージェントがどのタイミングで便益の予測を開

始するかは難しい問題であるが,本モデルでは移

住を行ってから便益予測期間経過後,再び便益の

予測を開始するものとしている． 

𝑓𝑖𝑡𝑛𝑒𝑠𝑠𝑖𝑗 =  [𝑅𝑗  𝑡 −  𝑅𝑖(𝑡)]
𝑇

𝑡=0
𝑒−𝑟𝑡𝑑𝑡 − 𝐶 0  

(2) 
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なお,地域間移動の地域内の移動先（格子上の

位置）はランダムに決定されるとした． 

 

5. シミュレーションの実行と結果の考

察 

5.1. モデルの基本的特徴の実験 

 ここでは,モデルの基本的特徴を考察するための

実験を行う．まず,2 地域間での相互依存状態を想

定する．そして,2 地域間の税率格差とエージェント

の能力毎により引き起こされる,人口変動メカニズム

の基本的な解釈について述べる． 

次に,地域間移住に重要な影響を及ぼすパラメ

ータをそれぞれ変化させた際についての考察を行

う．基本設定として,表 2に示すパラメータを採用す

る．初期エージェント数はそれぞれの地域毎に

1000 ずつ配置し（内訳は視野 1,視野 10 を有する

エージェントを各 500,以下視野１,視野 10のエージ

ェントをそれぞれ,低能力,高能力エージェントと表

記する）,地域を表す二次元空間の大きさは 50×

50 セルの環境を与え,2 地域の大きさは等しいもの

とする．また,各セルの資源最大容量 0~3 で一様ラ

ンダムに設定し,初期時点の資源はこの最大容量

に等しい． 

なお,今回のシミュレーションでは環境収容力の

ようなものは,興味の対象としていない．そこで,エー

ジェントの死亡を防ぐため,消費量や財産分布を表

2のように設定した． 

この基本設定において,その他のパラメータを固

定し,1）便益予測期間,2）移住コスト,3）税率のみを

変化させた時の振る舞いを観測する事で,モデル

特性の考察を行う． 

表 2 基本パラメータ 

地域数 2 

エージェント数 各 1000 

2 次元空間の大きさ 各 50×50 

資源最大容量 0 ~ 3 

資源再生ルール{ G1} α= 1 

視野 1(低能力)  

or 10(高能力) 

消費量 1 

初期財産 10~20 

便益予測期間 1 ~ 36 

時間割引率 0 ．01~ 0．5 

移住コスト 2．5 

再分配ルール{D} 地域 1; 低税率, 

地域 2; 高税率 

5.1.1 税率・所得格差がもたらす人口変動の創発 

 本節では,地域間の税率格差とエージェントの能

力の違いによって引き起こされる,人口変動メカニ

ズムの基本的な解釈について考察する． 

表 2の基本パラメータ設定で 300ステップまでシ

ミュレーションを実行した結果を図 5 から図 9 に示

す．図 5,6 はそれぞれ,地域毎のエージェント数の

時間推移と,それをさらに細かく能力別に分けてプ

ロットした地域・能力毎のエージェント数推移．図 7

は地域毎の再分配政策によって得られる一人当た

りの分配量の時間推移．また,図 8 は,地域・エージ

ェント能力毎の平均税引後所得の時間推移,図 9

は図 7,8 を合わせてプロットした地域・能力毎の実

質の平均獲得財産（分配量＋税引後所得）時間

推移を示している． 

図 5 から各地域のエージェント数が,複雑性を伴

った周期的変動をしていることが分かる．以下では,

この全体的な挙動の結果を順を追って説明する． 

①地域内の各エージェントの生産活動の結果,

能力の高低により所得に格差が生じ,高所得者と

低所得者が誕生する（図 8）． 

同時に,各地域で定められた税率の違いにより,地

域間の分配量にも格差が生じる（図 7）． 

 ②高所得者は,税率の高い地域を嫌って,地域間

移動を開始する（図 6）．高税率地域から低税率地

域へと高所得者が流れることで,高税率地域の税

収は低下する．結果,分配量は急激に低下し,逆に

低税率地域の分配量が増加する（図 7）． 

③実質獲得財産（税引後所得+ 分配量）最大

化にあたって,自分の所得に比べ,分配量の寄与が

大きい低能力のエージェントにとっては,分配量の

増減が移住を考える大きな要因となるので,分配量

につられるかたちで,地域間移動が起きる（図 6,7, 

9）． 

④高能力エージェントが多く流入した低税率地

域では資源の奪い合いが激化することで,税引後

所得が 減少すると共に,低能力エージェントの流

入により,分配量までもが減少する(図 7,8)．それを

嫌って,高能力エージェントが再び,地域間移住を

起こす． 

上記の①から④のプロセスにより,この周期

的な人口変動が引き起こされている． 
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図 5 地域毎のエージェント数推移 

 

 
図 6 地域・能力毎のエージェント数推移 

 

 
図 7 地域毎の分配量の推移 

 

 
図 8 地域・能力毎の税引後所得推移 

 

 
図 9 地域・能力毎の獲得財産推移 

 

図 10は,移住先・能力毎の移住者数の時間推移

を 50ステップから 130ステップ間で抜き出したもの

だが,この図からも１）高能力者の低税率から高税

率地域移動,２）低能力者の低税率から高税率地

域移動．３）高能力者の高税率から低税率地域移

動,４）低能力者の高税率から低税率移動の順番で

時系列に移動しているのが分かる． 

 

 

 
図 10 移住先・能力毎の移住者数推移 

 

ただし,上記のメカニズムで起きている人口変動

は,単純な周期的変動では無いという事である．図

5 を見ると,大きな変動が起きる間隔は一定では無

い．エージェント毎に異なる移住の意思決定を行う

タイミングの重なりがこのような現象を引き起こす．

また,図 11 は,挙動の複雑性を示すために,横軸に

低税率地域での分配量,縦軸に高税率地域での

分配量をプロットし,2地域の分配量の 300ステップ

間の関係を記したものだが,この図からも分かる通り,

分配量をみても,カオス的な振る舞いをしていること

が分かる． 
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図 11  2地域での分配量の関係性 

 

2地域間での税率格差と,高能力・低能力エージ

ェントの関係によって引き起こされる,複雑性を伴な

う周期的な人口変動は,本モデルで見られる特徴

的な創発現象である．このシミュレーション結果が

示唆しているものは,2 地域での税率格差が大きい

場合,住民の意思決定を行うタイミングの重なりを

予想することは困難だが,意思決定のタイミングが

重なった場合には,このように不安定な状態が続

き,Sorting が起こらない可能性があるということであ

る． 

5.1.2便益予測期間と移住タイミングの関係性 

 本節では,大規模な人口移動が起きるタイミング

についての考察を行う．便益予測期間が,移住に

与える影響を考察するために,表 2 の基本パラメー

タから便益予測期間のみをそれぞれ,1~36,48,60, 

72,と変化させて,3000 ステップまでシミュレーション

を実行した．図12はその結果として,便益予測期間

と累積移住者数の関係についてまとめたものであ

る． 

 

 
図 12 便益予測期間と累積移住者数の関係

(3000step) 

 

図 12から,エージェントが持つ便益予測期間の平

均・分散が大きくなるほど,移住の意思決定が重な

る確率が大きくなり,大規模移住が起きる期間が短

くなっているのが分かる．図 13は図 12の拡大図に

あたるが,この図から大規模移住が起きる間隔はそ

れぞれ,ばらつきを伴い固定的ではないことが分か

る． 

 

 
図 13 便益予測期間と累積移住者数の関係

（500step） 
 

 

5.1.3移住コストが移住に及ぼす影響 

 次に,移住コストが全体的な挙動に及ぼす影響に

ついて考察する．表 2の基本パラメータから移住コ

ストのみを 1.5から 5まで変化させた場合の低税率

地域のエージェント数推移の変化を図 14に記す． 

 図14が示すように,移住コストが大きな場合そもそ

も,移住自体があまり起こらない．移住コストが小さく

なるに従って,2 地域間での人口変動が継続的な

周期性を持ち始める．また,移住コストが小さすぎる

場合は,高能力エージェントが全て低税率地域に

移住してしまい,人口数に大きな偏りを保ったまま,

定常的に推移する． 

 

 
図 14人口数変動の移住コストによる影響 

 

5.1.4税率格差の程度が移住に及ぼす影響 

 本節では,2地域間での税率格差の程度による移

住への影響を考察する．表 2 のパラメータセットか

ら各地域の税率のみを変更し,税率低税率・中税

率地域,中税率・高税率地域での人口変動の動態

を観測した．図 15,16はそれぞれ中税率―低税率,

中税率―高税率地域の場合の地域・移住先・能力

毎のエージェント数の推移を 300 ステップまでプロ

ットしたものである． 
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図 15 地域・移住先・能力毎のエージェント数推移

低税率―中税率地域 

 

図 15から分かる通り,低―中税率間では,先述の

低税率と高税率間での人口変動と比べて,挙動が

異なっている．低所得者は,地域毎に棲み分けが

起き,ほぼ高所得者のみが,地域間を移住している

のが分かる． 

 
図 16 地域・移住先・能力毎のエージェント数推移

中税率―高税率地域 

 

また,図 16 の中―高税率地域間の場合は,高低

所得者それぞれが移住しているが,低―高税率間

の場合のように,低所得者の人口数が,2 地域で入

れ替わるような,大きな変動は見られない． 

これまで,見てきた通り,高・低所得者の移住は密

接に関係し,地域間の税率格差や,移動コストによ

っても,その振る舞いは全く異なる．つまり,税率格

差と高額所得者の移動や公的扶助の格差と低所

得者の移動を別々に分けて考えるのではなく,両者

を統合して考える事が重要であると言える．本モデ

ルでは両者を同時に観測出来るというのは大きな

メリットである． 

 

5．2 実験 2-地域数の違いによる考察 

これまで,2地域間での相互依存状態で,各パラメ

ータを変化させながら,挙動の変化を観測してきた

が,本節では,2 地域から 3 地域に考慮する事で,人

口変動がどのように変化するのかを考察する． 

まず,比較対象として,表 3のパラメータを,地域数

2 に変更しどちらの税率も中税率で等しく設定

し,1000 ステップまでシミュレーションを実行した．

その際の地域毎のエージェント時間推移と最大変

同率を図 17 に示す．ここで言う,最大変動率とはシ

ミュレーション期間内での,エージェント数の最大値

を初期時点のエージェント数と比較した変化率で

ある． 

図 17 から同税率を採用する 2 地域間での人口

変動は,最大変動率でも 5.4%程度にとどまってい

る事が分かる． 

 

図 17エージェント数の推移と最大変動率 

 

この比較的人口変動が低い 2 地域モデルに新

たな低税率の地域を考慮する設定を考える．新た

な地域を考慮することによって,どのように各地域の

振る舞いが変化するのかを考察する．また,その際

のパラメータ設定は以下の表 3に従って設定した． 

表 3． 実験 2 におけるパラメータ 

地域数 3 

エージェント数 各 500 

2 次元空間の大きさ 各 50×50 

視野 1 or 10 

消費量 1 

初期財産 10~20 

便益予測期間 1~36 

時間割引率 0．01 ~ 0．5 

移住コスト 2．5 

再分配ルール{D} 地域 1 ; 中税率 

地域 2 ; 中税率 

地域 3 ; 低税率 

 

結果を図 18から図 23に示す．図 18,19はそれぞ

れ,地域毎のエージェント数と分配量の時間推移で
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あり,図 20,21 は,それぞれ,地域毎の低能力エージ

ェント数と高能力エージェントの時間推移を表す．

また,図 22,23 は,それぞれ,低能力・高能力エージ

ェントの各地域における平均税引き後所得の時間

推移を示している． 

図 18から図 17 と比較してみても,低税率の地域

3を考慮することによって,地域 1,2がそれぞれ同税

率であるにも関わらず,エージェント数に大きな差

異が生じている事が分かる． 

 

図 18地域毎のエージェント数推移 

 

図 19 から中税率地域である地域１の分配量だけ

が,他地域に比べて少ない事が分かる．図 20,21 を

見ると,地域 1では,高・低能力どちらのエージェント

も人口を減らしている事が分かる．高能力エージェ

ントに関しては,その減少率が激しい．図 22,23 で

見られるように,資源の獲得競争が少ない地域 1 で

は,他地域に比べて,各能力のエージェントが獲得

している平均的な税引き後所得も大きくなってい

る． 

 

図 19地域毎の分配量の推移 

 

図 20地域毎の低能力エージェント数の推移 

 

図 21地域毎の高能力エージェント数の推移 

 

 

図 22地域毎の低能力エージェント 

平均税引き後所得の推移 

 

図 23地域毎の高能力エージェント 

平均税引き後所得の推移 
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2地域の場合には,どのシミュレーションにおいて

も,低能力エージェントが分配量の低い地域で留ま

る事などは見られず,ちょうど図 19 が示す地域 2 と

地域 3の関係のように,常に分配量は各地域で同じ

値になるように作用してきた．このように地域数の

違いを考慮することで,観測される振る舞いが異なる．

この点について議論出来ることが,提案モデルの利点

である． 

5. 結論 

 本研究では,住民の立場からボトムアップ的に,財

政変数の地域格差による人口移動を検討するた

めの人工社会を構築した． 

これにより,①地域間の税率格差と高低能力エージェ

ントとの三者関係により引き起される,人口変動の動的特

性を移住コスト,移住の意思決定を行うタイミング,税率格

差の程度から分析した．その結果として、高・低所得者

の移住は密接に関係し,地域間の税率格差や,移

動コストによっても,その振る舞いは全く異なること

を示した． 

②住民が移住を考慮する地域数の違いにより,地域シ

ステム全体としての挙動が異なることを示した．これは，

自治体が意思決定を行う上で，重要な視点と言える． 

しかし，現実の移住に関する意思決定はさらな

る複雑性を伴なう．家族構成や，年齢，地域の繋

がりや環境等，本モデルでは考慮していないもの

も移住の大きな要因となっている．本研究では，人

口移動に関する意思決定の複雑さゆえ，財政変

数と各自の所得のみを移住要因として切り取った

環境の中で，高・低所得者の依存関係や，地域数

の違いによる挙動の変化などを考察した．本研究

のシミュレーション結果で得られた全体的挙動は,

地域内で実際にエージェントが行う生産活動を出

発点としているところである．地域内のエージェント

には保有財産の格差が存在するし,移動に対して

それぞれの判断基準を持っている．その個々人の

行動・意思決定の積み重ねにより,地域システムの

全体的挙動が観測されている点は興味深いもので

ある．また，高・低所得者の移動を同時に考慮する

こと，対象地域数の違いによる挙動の変化を考慮

する事の必要性などは、本結果から得られた重要

な示唆である． 

今後の課題は,自治体が行う税の徴収と提供す

る公共サービスとのタイムラグなどを考慮した分析

や,3 地域以上の場合における人口変動の動態を

さらに,精緻に分析する必要がある．また,外部環境

により地域の状態が変化する場合や,地域内のエ

ージェントの消費量によって,期間内に再生する資

源量が変化する場合など様々な検証も必要である．

さらに,本研究でのシミュレーションでは,単一の財

を効用基準として,エージェントは意思決定を行っ

ていたが,財の種類を増やしていった場合などに影

響ついての考察を加えていきたいと考えている． 
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